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研究成果の概要（和文）：　本研究では、東日本大震災の被災地で行われてきた復興公共事業が、地場産業の雇
用や投資をクラウドアウトしている可能性はないか、との問題意識から、その実証分析のモデルを開発し、その
検証作業を行った。ハローワークで公表されている求人票データをサバイバル分析という統計手法に適用し、復
興事業のための建設業の雇用が地場産業の雇用を阻害している可能性を見出した。
　被災地では、復興事業によって産業インフラが整備されても、その後、地場産業に人手が戻らないことが問題
となっている。被災地の中長期の産業構造や雇用環境も含めて、復興事業の計画を立てる必要性を指摘した。

研究成果の概要（英文）：  This study developed a model for empirical analysis from the perspective 
of the possibility that the public reconstruction works carried out in the afflicted area of the 
Great East Japan Earthquake might have crowded out jobs and investments of local industries. And it 
conducted econometric analysis. We applied the job posting data provided at Hello Work office to the
 statistical method of survival analysis, and found that employment in the construction industry for
 the reconstruction project may have hampered employment in the local industry. 
  In the affected areas, there is a problem that even if the industrial infrastructure is rebuilt by
 the reconstruction project, then no manpower returns to the local industry. We pointed out the 
necessity of thinking about reconstruction projects, considering the medium- and long-term 
industrial structure and employment situation of the afflicted areas.

研究分野：財政学、公共選択論、政策評価、復興政策
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究を通じて、求人票情報をデータベース化するシステムを構築し、それをサバイバル分析に応用する実証
分析の手法を開発した。災害が被災地の雇用に与える影響については、これまでも研究はなされてきたが、求人
票というビッグデータを用いた新たな分析方法を提示した。またこの研究手法は、他の地域や災害にも応用可能
である。
　この手法を用いて東北被災地の復興事業を分析したところ、被災地の産業再興がむしろ阻害されている可能性
があること、復興事業によって産業インフラが整備されても、その産業に必要な雇用が復興事業に吸収されてい
る可能性があるという、これまでの災害研究にはない新たな視点と問題提起を行った。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 東日本大震災後、被災地では大規模な復興公共事業によって大量の雇用が一機に行われるた
め、そこでは人出不足の問題がしばしば指摘されてきた。他方で、復興事業は被災地域のイン
フラ整備や産業再建を意図して行われるのであるが、いざ地場産業で活動を再興しようとする
と、そこでもまた人出不足の深刻さが言われてきた。震災前から人口減少や地域経済の衰退が
進んできた被災地域で、政府は集中復興期間という形でスピードをもって被災地の復興を図っ
てきたはずである。しかし、三陸沿岸の被災地域では、水産業や観光業が地場産業の中心であ
り、そこではインフラや工場が用意されても、労働力不足によって復興が果たせない状況が発
生している。この問題の構造を経済分析によって明らかにし、被災地にとって真に望ましい復
興事業のあり方を考えたいということが問題意識としてあった。 
 
２．研究の目的 
(1)復興事業の雇用による地場産業の雇用へのクラウディングアウト効果 
 本研究の第 1の目的は、復興公共事業およびそれによる雇用が、地場産業（とくに水産加工
業と観光業）の投資およびその雇用にクラウディングアウト効果を与えているとの仮説を立て、
その検証を行うことである。被災地のヒアリング調査を踏まえて、ハローワークのホームペー
ジに掲載される求人票の情報等を活用し、サバイバル分析の手法を用いて計量分析を行う。 
 
(2)被災地の復興に寄与する復興事業のあり方 
復興公共事業は被災地域のインフラ整備や産業再建を意図して行われるが、それが三陸沿岸
地域の地場産業である水産加工業や観光業の労働力をクラウドアウトしているとすれば、本来
の産業復興を阻害している可能性があり、さらに言えば地場産業の衰退の原因を作っていると
言えるかもしれない。今回の実証分析の結果を踏まえて、被災地の経済・産業の真の復興に寄
与する復興政策・復興事業のあり方について政策提言することを意図する。  
 
３．研究の方法 
(1)復興事業の進捗状況と地域経済の復興状況の把握 
当研究期間、東北被災地の復興事業は終息しつつあり、その現状について、とくに三陸沿岸
部を対象に、企業・行政・住民へのヒアリング等による情報収集を継続的に行った。復興事業
の進め方や進捗状況、そして被災地の産業や雇用の復興の実態についての把握を試みた。被災
地の雇用状況の実態を把握し、その情報の実証分析へのフィードバックを図り、併せて復興事
業の政策的課題についての検討を行った。 
 
(2)求人データの入手とそれを用いた被災地域の状況把握 
ハローワークの web サイトから入手できる求人票データをダウンロードするプログラムを開
発し、宮城県から始め、東北被災 3県、そしてベンチマークとして比較対象とする他県へとデ
ータ収集の対象を広げ、そのデータベース化を図った。ただし、ダウンロードしたデータに一
部欠損や異常値と思われるものが含まれることが分かり、当該県の労働局に問い合わせるなど
して修正を図ったが、計量分析に耐えうるデータセットはある程度限定せざるを得なくなった。 
 
(3)求人票データのサバイバル分析への応用 
前述した求人票データをサバイバル分析に適用し、ある産業の雇用条件が他の産業の求人の
成立に与える影響を分析するモデルを開発した。以下の回帰式において、被災地の建設業の賃
金率や求人数が、たとえば水産加工業の求人票の web サイト掲載期間に与える影響について分
析を重ねた。求人票の掲載期間（サバイバル期間）が長引く、すなわち求人が成立しにくくな
ることは、建設業が水産加工業の雇用をクラウドアウトしている可能性を示唆することになる。 
 
ある産業の企業 iの求人票データがハローワークの web サイトに掲載された期間 
＝ｆ（相対賃金率 i、建設業の賃金率、建設業の求人数、日曜休みの有無 i、 
土曜休みの有無 i、時間労働の有無 i） 

 
以上の分析を、他のコントロール変数も工夫しながら、産業間・地域間での効果について、
実証分析を試行した。 
 
(4)災害の経済学と復興政策に関する研究サーベイ 
災害が経済へ与える影響、災害規模の大小を決める諸要因、復興事業の決定プロセスとその
効果に関して、先行研究のサーベイを含めて、議論・分析の整理検討を行った。先述した現地
での情報収集も含め、復興事業が真の復興に寄与しているか、復興事業が地場産業の再興を阻
害している面はないか、あるとすればそれを抑止する方策・政策はないか議論・検討を行った。 
 
４．研究成果 
(1)求人票データを用いたサバイバル分析モデルの開発 
求人票データのデータベースをハローワークの web サイトから収集し蓄積するノウハウを構



築し、そのデータをサバイバル分析に応用し、産業間・地域間で雇用の影響を分析できる実証
経済モデルとその分析手法を開発した。このことが、まずは研究成果ということができる。本
研究では、東日本大震災の被災地域を対象に研究を行ったが、分析モデルは他の地域や他の災
害等へも応用することが可能である。 
 
(2)復興公共事業によるクラウディングアウト効果を発見 
本研究の最大の成果は、求人票データを用いて以下のサバイバル分析を行って得た結果であ
る。 
 
ある産業の企業 iの求人データがハローワークの web サイトに掲載された期間 
＝ｆ（相対賃金率 i、建設産業の賃金率、建設産業の求人数、日曜休みの有無 i、 
土曜休みの有無 i、時間労働の有無 i） 

 
この回帰分析によって、被災地の復興公共事業（建設業）と地場産業（水産加工業・観光業）
との間、また津波によって企業・工場等が直接被災した地域（三陸沿岸部）と被災しなかった
地域（内陸部や東北以外の他県）の間で、雇用のクラウディングアウト効果が起きてきた可能
性を見出した。地域経済の復興を意図したはずの公共投資が、地域経済の雇用に逆にマイナス
の影響を及ぼしてきた可能性が示唆された。 
 
(3)自然災害と地域経済の関係 
先述した実証分析を行うに先立ち、災害と地域経済の関係を扱った先行研究をサーベイした
が、災害経済学という近年発展してきた領域において、自然災害がもたらす地域経済への短期・
中期・長期の影響に関する多様な視点からの実証分析が行われていることが分かり、本研究お
よび日本の災害研究へと視野を広げることができた。災害の直接的被害というよりも、雇用面
を含めた地域経済の停滞という間接的影響がむしろ中長期的には重要になってくることから、
その復興・成長の過程を分析するモデル構築を今後に向けて行った。 
 
(4)復興公共事業の矛盾を問う政策提言 
 災害直後、地場産業において仕事を失った人たちが公共事業（建設業）分野で就労できるよ
う、政府は技術習得等への助成を行った。しかし公共事業で一旦職を得た人たちが、復興事業
によって再建された地場産業に再び戻るかというと、必ずしもそうではないことが現地調査か
ら分かった。災害直後に短期的視野で考えた復興政策が、中長期的な視野において矛盾をもた
らす可能性があるということである。前述した地域経済の中長期的な復興過程の研究が、今後
の課題ではあるが、その重要性を認識することができた。 
莫大な予算が投下された復興事業としては、防潮堤整備と土地区画整理事業を用いた土地造
成事業について、復興まちづくりとの矛盾が明らかとなった。被災したエリアの街の再建を望
んでいる人たちが支持していない防潮堤を整備すれば、守るべき人が戻らないという矛盾がこ
こでも発生する。人が戻って初めてインフラ整備は意味が出てくるのであり、復興政策のあり
方がここでも問われてくる。最後に、分権的に防災と復興のあり方を決めていくことを政策提
言した。 
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